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　平成27年中の救急自動車による救急出動件数は約605
万件（速報値）と過去最多となり、119番通報から病院
収容までの平均所要時間は39.4分（平成27年版「救急・
救助の現況」）と延伸を続けています。今後も高齢化の
進展等による救急需要の増大が予想されます。また、大
規模災害への対応など、救急を取り巻く諸課題への対応
策について検討する必要があります。
　「平成28年度救急業務のあり方に関する検討会」（以
下「検討会」という。）では、救急車の適正利用の推進
と救急業務の円滑な活動及び質の向上等を主軸とし、救
急車の適正利用の推進については、緊急度判定体系と救
急安心センター事業（♯7119）の普及や効果的な広報
のあり方について検討します。また、救急業務の円滑な
活動及び質の向上については、救急業務に携わる職員等
の教育や効果的な救急業務の推進について検討する目的
で、第１回目の検討会を平成28年８月４日（木）に開
催しました。

救急企画室

「平成28年度救急業務のあり方に関する検討会」の
開催

１　はじめに

２　検討事項
　検討事項については次のとおりです。
　①　救急車の適正利用の推進
　　Ⅰ．緊急度判定体系の普及（ＷＧ設置）
　　Ⅱ．救急安心センター事業（♯7119）の普及
　　Ⅲ．効果的な普及啓発の検討
　　Ⅳ．消防と関係他機関（福祉、民間等）との連携

　②　救急業務の円滑な活動及び質の向上
　　Ⅴ．救急業務に携わる職員等の教育
　　　　・通信指令員の救急に係る教育テキストの改訂
　　　　・ＷＥＢコンテンツ（e-ラーニング）の改訂　
　　　　・救急活動プロトコール（救急隊）の検討
　　　　　（ＷＧ設置）
　　Ⅵ．効果的な救急業務の推進

　③　その他
　　　Ⅶ．「救急・救助の現況」の見直し

３　検討会（第１回）の内容

４　今後のスケジュール

　検討会（第１回）では、委員の紹介や座長の選出が行
われた後、緊急度判定体系支援ツールの普及、救急安心
センター事業（♯7119）の普及促進や消防と関係他機
関との連携、「救急・救助の現況」の見直しなどについて、
各委員が活発な意見を交わし多岐にわたり検討が進めら
れました。

　・第２回　平成28年11月下旬（予定）
　・第３回　平成29年２月下旬（予定）
　本検討会の検討結果は、平成28年度中に「救急業務
のあり方に関する検討会報告書」として取りまとめる予
定です。
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